
1.補正予算専決処分日

2.予算規模 単位：千円

当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

25,270,000 26,016,915 73,683 26,090,598

100.00% 102.96% 103.25%

6,614,334 6,614,862 0 6,614,862

100.00% 100.01% 0.00% 100.01%

9,833,650 9,833,650 0 9,833,650

100.00% 100.00% 0.00% 100.00%

41,717,984 42,465,427 73,683 42,539,110

100.00% 101.80% 0.18% 101.97%
※企業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額を表示しています。

3.会計別 単位：千円

会　計　区　分 補正号数 当初予算 補正前の額 今回補正額 補正後の額

一般会計 第５号 25,270,000 26,016,915 73,683 26,090,598
総　　　　　計 73,683

4.概要

5.補正予算の主な内容

 (1) 一般会計

　①歳入歳出予算補正

ア．歳入 単位：千円

歳入の区分 補正予算額 担当課

国庫支出金 72,288

72,288 企画調整課

繰入金 1,395

1,395 財政課

歳入合計 73,683

 イ．歳出
単位：千円

事業名 補正予算額 担当課

（総務費）

訴訟事務経費 1,395 行政課

（民生費）

住民税非課税世帯等に
対する臨時特別給付金
給付事業

72,288 福祉課

歳出合計 73,683

②債務負担行為補正

追加内容

　令和６年度　愛知県新城市の補正予算の概要（No.５）　　

令和6年7月29日

会　　計　　区　　分

　今回の補正予算は、令和６年６月19日に横浜地方裁判所に提起された損害賠償請求事件を受け、
必要となる訴訟弁護に係る経費を計上するとともに、令和６年度に新たに臨時特別給付金の対象とな
る住民税非課税世帯、住民税均等割のみ課税世帯及び低所得者世帯における18歳以下の児童の増加
により給付金を増額するために編成した。また、訴訟が令和６年度末までに終了せず、令和７年度以
降に審理が継続されることが見込まれるため、債務負担行為を設定した。
　予算補正を行う会計は、1会計である。
・一般会計

主な歳入内容

国庫補助金

物価高騰対応重点支援地方創生臨時
交付金

基金繰入金

財政調整基金繰入金

主な事業内容

訴訟弁護委託料、普通旅費

令和６年度に新たに住民税非課税世帯及び住民税
均等割のみ課税となった世帯及び低所得者子育て
世帯の増加に対する給付金及び事務費の増

事項 期間 限度額

損害賠償請求事件訴訟に係る訴訟弁護委託料
令和７年度から
第１審終了まで

第１審の訴訟弁護に係る
経費

一　　　般　　　会　　　計

特　　　別　　　会　　　計

企　　　業　　　会　　　計

総　　　　　　　計


